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１．トップメッセージ
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～自然資本や生物多様性を取り巻く状況～

植物、動物、空気、水、土壌、鉱物などの「自然資本」は、人々の生活や経済活動にとって

欠かすことのできないものであり、これらは「生物多様性」によって支えられています。しか

しながら、これらは、人間によって破壊されており、自然資本や生物多様性の喪失が重要なリ

スクであると認識されつつあります。

これらのリスクに対処すべく、国際的には「昆明・モントリオール生物多様性枠組」で2030

年までに「生物多様性の損失を止め反転させる」すなわち「ネイチャーポジティブ」実現に向

けて行動することが示されたほか、日本においても「生物多様性国家戦略」で「ネイチャーポ

ジティブ経済の実現」が掲げられるなど、国内外で自然資本や生物多様性に対する取り組みが

進んでいます。

～ネイチャーポジティブ実現に向けて～

ゆうちょ銀行では、これまで環境に配慮したさまざまな取り組みを実施してきましたが、自

然資本に対する方針を明確にするため、2025年４月に環境方針を改定し「ネイチャーポジティ

ブ」の実現に向けて、当行自身が積極的に取り組むとともに、投融資を通じて企業の自然資本

の保全・回復に資する取り組みを支援することをコミットしました。

本レポートは、当行のこれまでの取り組み状況を、国際的な開示フレームワークである

「TNFD提言」（TNFD：Taskforce on Nature-related Financial Disclosure）の枠組みに基づ

き開示するものですが、これによって、当行の取り組み状況の現在地を確認できると考えてい

ます。引き続きTNFD提言を活用しながら、当行の取り組みを充実させていきます。

2025年度は、現中期経営計画の最終年度にあたります。さまざまな財務目標を達成すること

はもちろん、事業活動の中で重点課題（マテリアリティ）に取り組むことを通じて、中長期的

に持続可能な社会的価値創出と企業価値向上を両立することが、ステークホルダーの皆様から

の期待であると考えており、今後もその期待に応えてまいります。

2025年４月１日

取締役兼代表執行役社長



２．自然資本とは

◼ 自然資本は、植物、動物、空気、水、土壌、鉱物などから構成され、企業や社会は自然資本がもたらす恩恵（生態系サービス）

を享受しています。

◼ 一方、人間の経済活動が負のインパクトを引き起こし、自然資本の減少、生態系サービスの低下（自然の変化）が生じていること

が報告されており、自然関連のリスクがグローバルに認識されています。
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自然資本
（水、大気、動植物、土壌、鉱物など）

生態系サービス
（自然資本がもたらす恩恵）

自然資本がもたらす恩恵

供給サービス
食糧、医薬品、衣類など

調整・維持サービス
水の浄化、災害防止など

文化的サービス
レクリエーション、精神的な
充足など

世界のGDPの50％以上（44兆ドル）が
自然資本に依存

自然資本の減少

１ 異常気象

２ 生物多様性の喪失と生態系の破壊

３ 地球システムの危機的変化（気候の転換点)

４ 天然資源の不足

５ 誤謬と偽情報

６ AI技術がもたらす悪影響

７ 不平等

８ 社会の二極化

９ サイバー犯罪やサイバーセキュリティ対策の低下

10 汚染（大気、土壌、水）

出所：世界経済フォーラム「グローバルリスク報告書2025」出所：世界経済フォーラム

自然資本に依存している経済的価値

出所：IPBES「生物多様性と生態系サービスに関する地球規模評価報告書」

50％
以上

今後10年間のグローバルリスク

47％
自然生態系は、推定可能な最も初期の状態と比べて
平均47％減少

25％
調査されているほぼ全ての動物、植物のうち、約25％
の種が既に絶滅危惧

自然関連のリスクが
上位を占める



３．自然関連リスクの波及経路

◼ 自然の変化は、経済や金融に悪影響を及ぼすことが認識されており、その影響は多岐にわたります。

◼ 当行においても、自然の変化が窓口業務などのオペレーションに影響を与える可能性があるほか、投融資先における財務状態が悪

化し、信用リスクや市場リスクとして顕在化する可能性があります。

3
出所：NGFS「Nature-related Financial Risks: a Conceptual Framework to guide Action by Central Banks and Supervisors」を基にゆうちょ銀行作成。

自然の変化 自然関連リスク

⚫ 土地利用変化
⚫ 乱獲
⚫ 気候変動
⚫ 汚染
⚫ 侵略的外来種

金融リスク

自然の変化（生態系サービスの
低下）によって生じるリスク

⚫ 供給（魚、木材、エネルギー）
⚫ 気候・表面温度と水循環調整
⚫ 水吸収と濾過
⚫ 土壌の質
⚫ 暴風雨や洪水による災害防止
⚫ 生物多様性の保全

自然へのネガティブな影響低減など
を目的とした行動と、自社の行動
の不整合によって生じるリスク

⚫ 法規制/政策/判例
⚫ テクノロジー
⚫ 消費者や投資家の嗜好変化

経済リスク

企業/家計への影響

⚫ 資産への損害
⚫ 座礁資産化
⚫ 価格の上昇または変動
⚫ プロセスの中断
⚫ 経済活動の移行と規制
⚫ 健康や労働生産性の低下

⚫ 価格
⚫ 生産性
⚫ 貿易と資本の流れ
⚫ 資本（投資ニーズなど）
⚫ 社会経済的変化
⚫ 財政収支

⚫ デフォルトの増加
⚫ 担保の減価償却（価値の下落）

⚫ 資産価値の低下
⚫ 投げ売り

⚫ 流動資産の不足
⚫ 借換リスク

⚫ 金融機関の混乱
⚫ プロセスの複雑化

⚫ 不確実性の拡大
⚫ ビジネスモデルの変更

物理的リスク

移行リスク
マクロ経済への影響

ミクロ経済への影響 信用リスク

市場リスク

流動性リスク

オペレーショナルリスク

戦略的リスク

自然関連リスクの波及経路



４．当行における自然関連リスクの認識

◼ 自然関連リスクが、当行や投融資先へ与える影響を整理し、金融リスクカテゴリごとにどのような影響を与えるか、整理しました。

◼ 今後、当行や投融資先における依存とインパクトの分析を高度化し、継続的に見直していきます。
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リスクの種類
当行への影響

（直接操業への影響）
投融資先への影響

（バリューチェーンへの影響）

自
然
関
連
リ
ス
ク

物
理
的
リ
ス
ク

急性リスク

⚫ 自然の変化による洪水、

森林火災等によって、店舗

等の設備毀損、事業中断

⚫ 自然の変化による洪水、森

林火災等によって、投融資

先の設備毀損、事業中断

慢性リスク

⚫ 自然の段階的な変化（汚

染等）によって、社員の健

康状態が悪化

⚫ 自然の段階的な変化（汚

染等）によって、事業活動

に支障が発生

移
行
リ
ス
ク

政策/法規
制リスク

⚫ 自然資本に関する開示義

務強化によって、事務コスト

が増加

⚫ 自然回復を目的とした規

制強化によって、投融資先

の収益圧迫

技術リスク ⚫ ー

⚫ 他社が自然への依存/イン

パクトが低い技術を開発し、

投融資先の競争力が低下

市場リスク ⚫ ー

⚫ 消費者行動が変化し、投

融資先の商品・サービスの

ニーズ減少

評判リスク

⚫ 投融資先を含めた環境への取り組みが不十分なことによる、

当行の社会的な評判低下、ESGインデックスからの選定漏れ、

ダイベストメントの発生

金融リスク
カテゴリ

自然関連リスク

物理的リスク 移行リスク

信用リスク
市場リスク※1

⚫ 自然の変化による洪水、
森林火災等によって、投
融資先設備に損害が発
生した結果、投融資先の
業績/信用力が悪化し、
当行が保有する有価証
券価値が低下

⚫ 自然関連の事業環境変
化※2よって、投融資先の
業績/信用力が悪化し、
当行が保有する有価証
券価値が低下

流動性リスク

⚫ 自然の変化による洪水、
森林火災等によって、修
繕資金需要の高まりに伴
い、資金流出が増加

⚫ 自然関連の事業環境変
化※2への対応が遅れるこ
とによって、資金調達コスト
が上昇

オペレーショナ
ルリスク

⚫ 自然の変化による洪水、
森林火災等によって、設
備毀損、事業中断

⚫ 自然関連の事業環境変
化※2によって、当行の対
応コストが増加。

レピュテーション
リスク

⚫ 自然資本への対応が不十分なことによる、当行の社会
的評価低下

当行や投融資先へ与える影響 金融リスクカテゴリ別の影響

短期：１年以内、中期：１～５年、長期：５年以上
※1 当行の運用資産は、有価証券が大宗であることから、信用リスクと市場リスクを一体

のものとして記載しています。
※2 自然資本回復を目的とした規制強化、既存製品・サービスについて自然への依存/

インパクトが低いものへの置き換え、消費者行動の変化、原材料コスト増加等。

短期～長期

短期～長期

短期～長期

中期～長期

中期～長期

中期～長期

短期～長期



水使用量※2

ゆうちょ銀行

５．バリューチェーン全体における依存とインパクト

◼ 当行は、全国の店舗でお客さまからお預かりした貯金を、債券などの有価証券で運用するビジネスモデルであり、バリューチェーン全体

で自然資本に依存し、インパクトを与えています。

◼ 当行の投融資先なども自然と密接に関連しているため、自然関連のリスクを管理し機会を獲得するためには、投融資先の自然資本

への依存やインパクトの状況を把握していくことが重要だと考えています。
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サプライヤー 投融資先

GHG排出量
（Scope1,2）

自然資本への依存

土地利用面積

※1 数値は2022~2023年度実績（推計値も含む）であり、今後集計範囲の変更や、計測方法の精緻化によって変更される可能性がある。
※2 水使用量・排水量は、当行主要施設および当行直営店が入居している郵便局の局舎全体（ゆうちょ銀行利用分のみではない）を集計。

紙（木材）使用量は、本社におけるコピー用紙使用量。廃棄量は、キャッシュカード製造などにかかる使用量を集計。

バリューチェーン全体における依存とインパクト※1
調達

自然資本へのインパクト

55万㎡

87万㎥

自然資本や自然資本がもたらす恩恵（生態系サービス）

紙(木材)使用量※2

53ｔ

1.9万ｔ

排水量※2

93万㎥

廃棄量※2

(プラスチック利用量)

23.8ｔ

自然資本への
依存

自然資本への
インパクト

取引を通じた
リスク・機会

GHG排出量
（Scope3）

CO2

5.8万ｔ

投融資

取引を通じた
リスク・機会

自然資本への
依存

自然資本への
インパクト

GHG排出量
（Scope3）

4,100万ｔ

CO2

CO2



関連する自然資本

６．依存とインパクト（自社の業務に関連する自然資本）

自社の業務（貯金業務）におけるインパクト

◼ 自社の業務がどのように自然資本や生態系サービスに依存し、インパクトを与えているか、TNFD提言で紹介されている「ENCORE」

を使用して分析しました。

◼ 金融機関における依存とインパクトは、一般的に他業種に比べて低いとされており、ENCOREを使用した分析においても、同様の結

果となりました。ただし、当行は本邦最大規模のリアルネットワーク（郵便局、ATM）を通じて貯金サービスを提供しており、同業他

社よりも土地や水などに関する依存とインパクトが大きい可能性があると考えています。

自社の業務（貯金業務）における依存

金融仲介

暴風雨軽減

水流調整

土壌と堆積物保持

洪水の軽減

気候調整（地球規模）

給水

気候調整（地域レべル）

水

大気

土地

土壌と堆積物

生物多様性

関連する自然資本
当行が享受している
生態系サービス

当行の
事業活動

VL

VL

VL

VL

VL

VL

L

金融仲介

当行が与えている
負のインパクト

当行の
事業活動

L

VL

L

L

VL

L

※ ENCOREを使用してゆうちょ銀行作成。ENCOREでは依存とインパクトの度合いを「Very High」「High」「Middle」「Low」「Very Low」の
５段階で評価している。なお、上図の「生物多様性」は、「構造的及び生物学的完全性」、「生物種」をとまとめて表記したもの。

汚染物質濃度の変化

火災

海面上昇

海面水温

海洋酸性化

海流・循環の変化

干ばつ

気候

嵐
陸域、淡水、海底面の
改変

インパクトによって
顕在化する脅威

地すべり

病気

冠水

水使用

土地利用

固形廃棄物

有害物質排出

大気汚染
（非GHG）

GHG排出

騒音、光害等
害虫

種の個体数変化

土地

土壌と堆積物

鉱物

水

生物多様性

海洋

大気

VL

6

L

VL

M

H

VH

→詳細な分析実施
（P.7）

→詳細な分析実施
（P.7）

Very High

High

Middle

Low

Very Low

凡例



７．依存とインパクト（自社拠点の分析）

◼ 自社の業務と生物多様性の関連性をより詳細に分析するため、 TNFD提言が推奨する「LEAPアプローチ」に基づき、当行直営店

（233店舗）と生物多様性の重要性が高い地域との接合状況を分析しました。

◼ 今後は、生物多様性以外の自然資本（土地、水）との関連性の分析や、分析対象の拡大（当行直営店のみではなく、貯金業

務を実施している全国の郵便局（約24,000局）も対象とした分析）を検討していきます。
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分析対象：全国に位置する直営店233店舗
要注意地域

（生物多様性の重要性が
高い地域）

分析イメージ
確認結果 評価・今後の対応

保護地域

・自然公園※1

・自然保全地域
該当なし

⃝直営店で実施している
のは、一般的なオフィス
業務であり、自然への
依存・インパクト（リス
ク）は低いと評価。

⃝節水や省エネのポイン
トなどを纏めた「エコロ
ジー・ガイドブック」を活
用し、自然への依存・
インパクトの低い業務を
推進。

エコロジー・ガイドブックの
節水周知用シール

・鳥獣保護区※1 該当あり
10店舗

生物多様性重要地域※2

(KBA: Key Biodiversity Areas）
該当あり
２店舗

※1 国土数値情報のデータを国土情報ウエブマッピングシステム（国土交通省）により確認。
※2 コンサベーション・インターナショナル・ジャパンのKBA調査結果を利用し、国土情報ウエブマッピングシステム（国土交通省）

にて作図、確認。

出所：国土情報ウエブマッピングシステム（国土交通省）
に当行直営店の位置情報を反映させ、作成。

Location Evaluate Assess Prepare



８．依存とインパクト（投融資ポートフォリオの分析方針）

◼ TNFD提言では、自然関連リスクを①ヒートマッピング、②資産のタグ付け、③シナリオ分析による３段階で評価することが提案されて

います。

◼ 当行もこの考え方に則り、まずはヒートマッピングによる分析を実施し、自然への依存やインパクトの大きいセクターを洗い出したうえで、

詳細な分析を検討していきます。
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自然関連リスクの評価の手法

STEP1

ヒートマップ作成
（Heatmapping）

STEP2

投融資先の固有情報などを
使用した評価

（Asset tagging）

STEP3

シナリオ分析
（Scenario-based risk
assessment method）

ヒートマップを用いて、自然資本への依存やインパクトが比較的大き
いと評価されるセクターを明らかにし、より分析が必要なセクターを特
定する。

投融資先に関する固有情報などを使用して、ヒートマップ分析を深化
させる。自然への依存やインパクトの度合いを、定性・定量的な分析
を通じて、評価する。

シナリオ分析を活用して、自然関連リスクが与える財務的な影響額
を試算する。

出所：TNFD「Guidance on the identification and assessment of nature-related Issues: The TNFD LEAP approach Version 1.1 October 2023」を基に
ゆうちょ銀行作成



９．リスクとインパクトの管理（全社的なリスク管理への組み込み）

◼ 当行では、中長期的かつ安定的な収益性確保、財務健全性などを図るために必要な、当行が取得すべき適切なリスクの種類や水

準の明確化・見える化のため、リスクアペタイト・フレームワーク（RAF）注を導入しており、気候変動や自然関連のリスクも、同枠組

みの中で評価、管理しています。

◼ 内外環境を整理したうえで、気候変動、自然資本、人権などのサステナビリティに関するリスクを「トップリスク」に選定しており、四半

期ごとにそのコントロール状況をモニタリングしています。
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影響度 蓋然性

⚫ 定量基準として、当行の財務面（当

期純利益などやその他有価証券評価

損益）へ与える影響額を基に５段階

で評価

⚫ 定性基準として、業務運行、レピュ

テーションへの影響の程度を基に５段

階で評価

⚫ 既に発生しているか、発生していないが

今後どの程度の時間軸で発生し得る

かを基に５段階で評価

トップリスクの選定プロセスリスクアペタイト・フレームワーク（RAF）注

経営会議での議論を経て、取締役会にて決定

甚大軽微 大中小

影響度

蓋
然
性

低

中

やや高

高

顕在

トップリスク

影響度・蓋然性の観点
から、当行に特に重要な
影響を及ぼすリスク

リスクテイク

モニタリング

見直し検討

リスクアペタイト策定

リスクアペタイト方針

内外環境認識 トップリスク整理

リスクアペタイト
指標選定/目標設定

各種計画等の策定※

リ
ス
ク
ア
ペ
タ
イ
ト
・
ス
テ
ー
ト
メ
ン
ト
の
作
成

業務執行

トップリスクのコントロール状況など

注：リスクアペタイト（自社のビジネスモデルの個別性を踏まえたうえで、事業計画達成
のために進んで受け入れるべきリスクの種類と総量）を、資本配分や収益最大化を含
むリスクテイク方針全般に関する銀行内の共通言語として用いる経営管理の枠組み。

※ ストレステストを実施し、経営の
サステナビリティを検証



10．リスクとインパクトの管理（ESGインテグレーション）

10

◼ 当行の投融資プロセスにおいて、投融資先の信用力評価を行う際に環境/社会/ガバナンスの取り組み状況を確認し、信用力に影

響を与え得るものを定性的な評価要素の１つとして考慮しています（ESGインテグレーション）。

投融資先の信用力評価

財務情報の評価

非財務情報の評価

ESGに関するSWOT分析
（非財務情報の評価の１要素として考慮）

⚫ 投融資先の信用力評価において、環境/社会/ガバナンスへの取り組み状況やリスク
も定性的な要素の１つとして考慮しています。

⚫ 具体的には公表情報等に基づき、ESGに関するSWOT分析を実施し、必要に応じ
てその評価結果を投融資先の信用力評価に反映しています。

⚫ この評価は投融資検討段階で実施するとともに、投融資先のモニタリングの一環として
信用力評価を定期的に見直す際にも行っています。

環境 社会 ガバナンス

公開情報 エンゲージメント内容

投融資先の信用力評価

投融資限度額の適用

投融資の実施

投融資検討

フロント部署からの要請等に基づき、リス
ク管理部署が投融資先の信用力を評価

信用力評価に応じた、投融資限度額を
適用

投融資先のモニタリング 定期的に信用力の変化のモニタリングや
信用力の点検・再評価を実施

信用リスク

投融資実施部署（フロント部署）にて
案件検討

〈当行の投融資プロセス〉

投融資限度額の範囲内でフロント部署
が投融資を実施



11．リスクとインパクトの管理（セクターポリシー）

◼ 「環境方針」や「人権方針」に基づき、気候変動や生物多様性等の環境問題や、人権侵害等の社会問題に適切に対応するととも

に、中長期的に安定したリターンの確保・リスクの低減を図るため、「ESG投融資方針」を制定しています。

11

サステナビリティ基本方針

環境方針 人権方針

ESG投融資方針 対象アセット

セクター横断的な禁止方針

⚫ 違法または違法目的の事業

⚫ 公序良俗に反する事業

⚫ ラムサール条約指定湿地へ負の影響を与える事業

⚫ ユネスコ指定世界遺産へ負の影響を与える事業

⚫ ワシントン条約に違反する事業

⚫ 強制労働・児童労働・人身取引を行っている事業

⚫ 企業融資

⚫ プロジェクトファイナンス

特定セクターに対する方針

（禁止または慎重に検討）

⚫ 兵器製造（クラスター弾） ⚫ すべての投融資

⚫ 兵器製造（クラスター弾以外）

⚫ 石炭火力発電

⚫ 炭鉱採掘（一般炭）

⚫ 石油・ガス（オイルサンド、北極圏の開発、シェールオイル・ガス、パイプライン敷設）

⚫ パーム油

⚫ 森林伐採

⚫ 大規模水力発電

⚫ 企業融資

⚫ プロジェクトファイナンス

赤字は自然資本へのインパクトも踏まえて設定



12．機会（サステナブル・ファイナンス）

◼ 自然資本にかかる市場規模は年10兆ドルとも言われており※1、今後資金ニーズが増加していくことが予想されています。当行は、機

関投資家として、気候変動対応や自然資本保全・回復などに資する投融資（ESGテーマ型投融資）を積極的に実施しています。

◼ また、当行が提供している資金は、再生可能エネルギー事業などさまざまなプロジェクトに充当されています。2024年度にこれらのプ

ロジェクトの効果（ポジティブ・インパクト）を初めて試算しており、今後、測定・活用の高度化に取り組んでいきます。

12

ESGテーマ型投融資（残高）※2 投融資によって生み出されたインパクト

約43万t/年

当行からの資金提供を通じて
企業等が事業で削減/回避し
た水使用量

CO2

削減/回避された水使用量GHG排出削減貢献量

約1,600万t/年

当行からの資金提供を通じて企
業等が事業で実現したGHG排
出削減貢献量

1.2兆円

2.1兆円

3.2兆円

4.6兆円

5.7兆円

2020 2021 2022 2023 2024
(12月末)

2025

7兆円

2025年度目標

※1 世界経済フォーラム
※2 ESG債（グリーンボンド、ソーシャルボンド、サステナビリティボンド、トランジションボンド

等）、再生可能エネルギーセクター向け与信、地域活性化ファンド等。

投資事例

ゆうちょ銀行の連結子会社であるJPインベストメント株式会社は、「JPインベス
トメント地域・インパクト1号投資事業有限責任組合」を通じ、「Sustainable
Forest」をミッションとする株式会社森未来へ出資しています。
同社は持続可能性に配慮された森林認証材やトレーサビリティの担保された木
材のコーディネート事業を通じ、森林の持続可能性に貢献しています。

×



13．機会（ペーパーレスによる生産性向上、業務効率化）

◼ 社内で使用するコピー用紙を削減し業務の生産性を向上させるため、本社内の会議スペースへのモニター配備や、経営層が出席す

る主要会議のペーパーレス化など、各種施策を進めています。

◼ また、窓口業務で使用する帳票使用量を削減し、窓口業務の効率化を推進するため、セルフ型営業店端末を導入しているほか、

紙の通帳を発行せずにWeb上で現在高照会などが行える、無通帳型総合口座をご案内しています。

13

112

64
54 54 53

2019 2020 2021 2022 2023 2025

コピー用紙（本社）使用量の推移 社内のペーパーレスに向けた取り組み

セルフ型営業店端末「Madotab」

（単位：t）

環境に配慮した調達を実施しつつ、
使用量を削減。

窓口業務のペーパーレスに向けた取り組み

無通帳型総合口座
「ゆうちょダイレクト＋（プラス）」

会議スペースへのモニター配備

再生紙、環境配慮型用紙購入率（本社）

2019年度～2023年度

100％



14．機会（ペーパーレスを通じたコスト削減）

◼ ペーパーレスの取り組みは、調達コスト抑制などのコスト削減にも繋がります。当行は、コスト削減分を、地域住民とともに環境保全

活動を行うNGOに寄付することによって、地域社会・地域住民の相互コミュニケーションを深め、地域社会の持続的発展に貢献する

ことを目指しています。

14

地域の環境保全に繋がる紙削減の取り組み 地域の環境保全活動を担う次世代育成に貢献

コスト削減効果を
還元（寄付）

ペーパーレスな

サービスご案内

従来の紙使用量

社内のペーパー

レス化推進

取り組みによる
紙使用量削減

取り組み後の
紙使用量

「ゆうちょエコ・コミュニケーション」の取り組み

里山保全活動

公園保全活動



15．機会（サーキュラーエコノミーの取り組み）

◼ 2025年１月から、環境に配慮した新型ATM（資源循環型ATM）への入れ替えを行っており、撤去された使用済ATMから部品

やユニットを回収し、再生プロセスを経て品質を確保した再利用部品（再生部品）を使用しています。

◼ また、当行は、多様な事業者と連携し、ゆうちょ通帳アプリやATMサイネージ、ゆうちょ銀行Webサイトなどの広告チャネルにおいて、

お客さまのニーズに合わせた様々な商品・サービスのご案内を行う「共創プラットフォーム」の構築に向けて取り組んでおり、その１つとし

て、郵便局で実施している資源循環サービスの広告配信を実施しています。

15

資源循環型ATMの導入

全国約13,000台のATMを

資源循環型ATMに入れ替え

「循環型社会に貢献」ラベルは、
日立チャネルソリューションズ株式会社の
登録商標です。

資源循環サービスにかかる広告配信

日本郵政グループの変革を目指す組織「JP未来戦略ラボ」が、株式会社
ECOMMITと共創して、郵便局で衣類などを対象とした不要品回収を行い、日
本郵便がECOMMITの拠点へ配送することで、リサイクル・リユースする取り組みで
す。「PASSTO」は、「PASS TO」を短縮した造語で、「次の人に渡す、未来に渡
す」を意味しています。人々の暮らしに一番身近な資源循環の入り口となることで、
人々がより気軽に資源循環へ参加できる場を創出することにより、サーキュラーエ
コノミー（循環型経済）の実現を目指します。当行では「PASSTO」の広告を
「ゆうちょ通帳アプリ」での広告配信に加え、新たにEメールでも配信しています。

郵便局で実施している資源循環サービス「PASSTO（パスト）」

動作時消費電力

約6～36％
削減

待機時消費電力

約10～58％
削減

共創プラットフォーム

ゆうちょ通帳アプリ
1,271万口座

（2024年12月末時点）

広告チャネル

Eメール

ATMサイネージ
2,325台

（2025年１月末時点）

ゆうちょ銀行
Webサイト

商品・サービス
お客さまのニーズに合わせた
様々な商品・サービスをご案内

●投資信託
●キャッシュレスサービス 等

ゆうちょ銀行
●「郵便局のネットショップ」
●かんぽ生命の保険商品 等 

郵政グループ

●証券・ロボアド ●自治体
●eコマース ●公共料金  等

パートナー企業 お
客
さ
ま

～パートナー企業とともに、「自分らしく生きる」をサポートする。～

省エネにも貢献



16．ガバナンス（サステナビリティ推進体制）

◼ 当行は、サステナビリティ関連の施策やKPIを中期経営計画や年度ごとの経営計画に取り入れており、経営戦略と一体となった企画、

推進管理を実施しています。

◼ 取締役会が適切にサステナビリティの推進状況を監督できるよう、四半期ごとにサステナビリティ経営の推進状況を報告しているほか、

監査委員会に対しても、年１回程度報告しています。

16

決議事項／協議事項 報告事項

監

督
取締役会

⚫ 中期経営計画、年度経営計画の策定

(サステナビリティ関連のKPI設定)

⚫ リスクアペタイト・ステートメントの策定

（気候変動、自然資本等のサステナビリティ

に関するリスクをトップリスクに選定)

⚫ 自然資本関連の評価項目を含む役員報

酬体系の決定（報酬委員会）

⚫ サステナビリティ経営の推進状況

（四半期ごとに年度経営計画の推進状況

にあわせて報告）

⚫ リスクアペタイト・ステートメントの状況

(四半期ごとにトップリスクの再評価を実

施)

⚫ サステナビリティ経営の推進状況

（監査委員会、年１回程度）

執

行

経営会議
⚫ 人権方針、環境方針改定案の協議 ⚫ サステナビリティ委員会における協議・報告

事項（年２回）

サステナビリティ

委員会

⚫ サステナビリティの取り組み状況および

2025年度計画について

⚫ マテリアリティの見直しについて

⚫ TNFD提言に基づく開示について

各会議体における協議・報告事項（2024年度）

各業務所管部

経営企画部
サステナビリティ推進室

サステナビリティ委員会
委員長：矢野 晴巳

（取締役兼代表執行役副社長）

経営会議
議長：笠間 貴之

（取締役兼代表執行役社長）

取締役会

付議/報告 監督

付議/報告 指示

報告 確認

付議/報告 指示

ガバナンス体制



17．ガバナンス（役員報酬）

◼ 当行は、業績連動型の役員（執行役）報酬制度を導入しており、2024年度から新たに短期業績に連動した金銭報酬制度

（年次賞与）を導入しました。

◼ 年次賞与の15％をESG関連のKPI達成状況によって評価しており、ESGに関する指標は、代表執行役社長を含む全執行役に適

用しています。
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区分
業績
連動性

支給基準 支給時期 支給方法

基本報酬 非連動 職責に応じた一定水準の固定報酬 毎月 現金

株式報酬

非連動 職責に応じた役位ごとのポイント

退任時
株式70％
現金30％連動

中長期業績連動（0～120％）

賞与 連動

短期業績連動（0～130％）

年1回 現金

「ESG」の内訳 ウエイト

ESGテーマ型投融資残高 ３％

主要ESG評価機関の評価 ３％

女性管理者数比率 ３％

障がい者雇用率 ２％

男性育児休業取得率

（4週間以上）
２％

従業員エンゲージメント指標 ２％

項目 ウエイト

定
量
評
価

財務
目標

親会社株主に帰属する当期純利益
40％

OHR/営業経費削減

目標
KPI

リテールビジネス

60％
マーケットビジネス

Σビジネス

ESG

定性評価
企業価値向上に資する取組み

±20％
システムトラブル等

基本ポイント

職責に応じた
役位ごとのポイント

項目 ウエイト

定量
評価

親会社株主に帰属す
る当期純利益

50％

ROE（株主資本ベー
ス）

50％

役位別の
基準額

職責に応じた
役位ごとの
基準額

個人評価に
基づく係数

役員（執行役）の報酬体系（2024年度）

年次賞与の15％をESG関連の
KPI達成状況によって評価

24年度 
新設

24年度 
改定



18．ガバナンス（人権への配慮）

◼ 当行は、人権方針で、投融資における先住民族や地域住民への人権配慮を掲げているほか、そのほかの事業活動においても、地

域社会の人々の人権配慮について明記しています。

◼ 投融資先とのエンゲージメントにおいても、人権配慮状況について確認しています。例えば、国内投融資先（電力会社Ａ社）の原

子力発電所を訪問し、地域社会への配慮状況、発電所内での労働環境などについて対話をしました。

18

投融資先とのエンゲージメントゆうちょ銀行人権方針

地域社会への配慮

今後の対応

⚫ 原子力発電所を現地訪問し、地域社会への配慮状況、労働環境
などを確認。

⚫ 自社のみならず、請負先を含む労働者を対象として、健康管理や職
場環境向上に努めている。

⚫ 地域住民に配慮し、情報公開などに努めている。

⚫ 公開情報などで取り組み状況をフォローするとともに、継続的な対話
を実施し、必要に応じて防止・軽減策の状況を確認。

⚫ 株式会社ゆうちょ銀行は、経営理念である「最も身近で信頼される
銀行」を目指す上で、人権の尊重が重要な社会的責任であるとの認
識に立ち、当行の役員・社員やお客さま、投融資先、サプライヤー、
地域社会のみなさま等全ての人々の人権を尊重します。また、当行
および日本郵政グループの事業活動や社会活動を通じて、人権尊
重の取組みを推進することで安心・安全で豊かな社会の実現に貢献
することを誓います。

人権尊重へのコミットメント

⚫ 当行は、投融資を通じた環境や社会への負の影響を防止・軽減する
ため、「ＥＳＧ投融資方針」を制定しています。同方針に基づき、気
候変動、自然資本・生物多様性等の環境や、先住民族や地域住
民等の人権への負の影響を及ぼす事業に投融資を行わないように努
めます。

投融資先に対して

⚫ 当行は、事業活動が影響を及ぼす地域のみなさまに配慮し、環境
（気候変動、自然資本・生物多様性等）や人権への負の影響を
防止・軽減するよう努めます。

地域社会に対して

人権レポート（2025年４月発行）
https://www.jp-bank.japanpost.jp/sustainability/report/pdf/human-
rights_report2025.pdf

当行の人権尊重の取り組みは
人権レポートをご覧ください。

https://www.jp-bank.japanpost.jp/sustainability/report/pdf/human-rights_report2025.pdf
https://www.jp-bank.japanpost.jp/sustainability/report/pdf/human-rights_report2025.pdf
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TNFDが定める区分
指標 単位

実績
目標

カテゴリ 関連する自然の変化 22/3 23/3 24/3

グ
ロ
ー
バ
ル

中
核
開
示
指
標

依存と
インパクト

気候変動
GHG排出量
（Scope1，２排出量）

万ｔ
4.3

(▲10％)
2.4

(▲51％)
1.9

(▲60％)
1.9万t

（19年度比▲60％）

陸/淡水/海洋利用
の変化

総空間フットプリント
（土地利用面積）

万ｍ２ 53.1 53.1 54.9 ー

汚染/汚染除去
水使用量
（主要組織および直営店の排水量）

万m3 ー ー 93
ー

（節水を奨励）

資源使用/資源補充

紙使用量（高リスク天然一次産品）
（コピー用紙（本社）使用量）

t 54 54 53
ー

(ペーパ―レス化推進)

再生紙、環境配慮型用紙購入率 ％ 100 100 100 ー

リスクと
機会

ー
自然関連の機会に向けての投資額
（ESGテーマ型投融資残高）

兆円 2.1 3.2 4.6
7兆円

（2025年度末）

グ
ロ
ー
バ
ル

追
加
開
示
指
標

依存と
インパクト

陸/淡水/海洋利用
の変化

土地利用強度
（原油換算エネルギー使用量原単位）

Kl/ｍ２ 757 739 674 ー

リスクと
機会

市場
過去３年間のESG格付けの推移
（CDPのスコア）

ー C Ｂ A- B ～ A-

◼ TNFD提言に基づき整理した自然資本関連の指標と目標は、下表のとおりです。

◼ 今後、TNFD提言の金融機関向けガイダンスに基づき、投融資関連の指標と目標についても検討していきます。

※ 最新の実績は、サステナビリティサイト（https://www.jp-bank.japanpost.jp/sustainability/esg-index/data/environment/）をご覧ください。

https://www.jp-bank.japanpost.jp/sustainability/esg-index/data/environment/
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カテゴリ 開示提言 ページ

ガバナンス

A) 自然関連の依存、インパクト、リスクと機会に関する取締役会の監督について説明する。 P.16

B) 自然関連の依存、インパクト、リスクと機会の評価と管理における経営者の役割について説明する 。 P.9、16

C) 自然関連の依存、インパクト、リスクと機会に対する組織の評価と対応において、先住民族、地域社会、影響を受けるステークホルダー、そ
の他のステークホルダーに関する組織の人権方針とエンゲージメント活動、および取締役会と経営陣による監督について説明する。金融機
関は、投融資を通じてどのように投融資先と協業しているかについて説明する。

P.18

戦略

A) 組織が特定した自然関連の依存、インパクト、リスクと機会を短期、中期、長期ごとに説明する P.4

B) 自然関連の依存、インパクト、リスクと機会が、組織のビジネスモデル、バリューチェーン、戦略、財務計画に与えたインパクト、および移行計
画や分析について説明する。金融機関は、投融資におけるデューデリジェンスについて、また、高リスク先に対する追加的なプロセスについて
説明する。 くわえて、投融資の意思決定おいて、自然関連の依存、インパクト、リスクと機会をどのように考慮しているか説明する。

P.5、
P.10～11

C) 自然関連のリスクと機会に対する組織の戦略のレジリエンスについて、さまざまなシナリオを考慮して説明する。 ー

D) 組織の直接操業において、および可能な場合は上流と下流のバリューチェーンにおいて、優先地域に関する基準を満たす資産および／また
は活動がある地域を開示する。

P.7

リスクと
インパクト
の管理

A) (i) 直接操業における自然関連の依存、インパクト、リスクと機会を特定し、評価し、優先順位付けするための組織のプロセスを説明する。 P.6～7

A) (ii) 上流と下流のバリューチェーンにおける自然関連の依存、インパクト、リスクと機会を特定し、評価し、優先順位付けするための組織のプ
ロセスを説明する。金融機関は、特にバリューチェーン下流の投融資について説明する。

P.8

B) 自然関連の依存、インパクト、リスクと機会を管理するための組織のプロセスを説明する。 P.9～11

C) 自然関連リスクの特定、評価、管理のプロセスが、組織全体のリスク管理にどのように組み込まれているかについて説明する。
金融機関は、直接操業および投融資ポートフォリオにおける自然関連の依存、インパクト、リスクと機会をどのように識別、評価、管理している
か、自然関連リスクを信用・市場・オペリスクのような既存のリスク管理プロセスへどのように統合しているか説明する。

P.4、P.9

指標と
目標

A) 組織が戦略およびリスク管理プロセスに沿って、マテリアルな自然関連リスクと機会を評価し、管理するために使用している測定指標を開示
する。

P.19

B) 自然に対する依存とインパクトを評価し、管理するために組織が使用している測定指標を開示する。 P.19

C) 組織が自然関連の依存、インパクト、リスクと機会を管理するために使用しているターゲットと目標、それらと照合した組織のパフォーマンスを
記載する。

P.19

緑字：金融機関向け追加ガイダンス
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◼ TNFD提言では、開示にあたって企業が意識すべき６つの「一般要件」を定めており、本レポートでは、以下の考えのもと作成してい

ます。

①マテリアリティ

⚫ 当行が対象とすべき社会課題を、「ステークホルダーにとっての重要性」と「ゆうちょ
銀行の事業活動によるインパクト」の2軸で整理し、マテリアリティマップを作成して
おり、ダブルマテリアリティの考え方を原則としています。

②開示のスコープ

⚫ 本レポートでは、自社、投融資先、お客さま（バリューチェーン下流）を主たる対
象とした開示をしています。

⚫ 自然関連のリスクと機会については、関係するステークホルダーも考慮しながら、
整理しています。

投資家

サプライヤー

お客さま

投融資先

従業員

メディア

国・自治体環境

調達 資金運用

バリューチェーン上流

地域社会 グループ他社

バリューチェーン下流

貯金サービス

関係するステークホルダー

ゆうちょ銀行

本レポートの主たるスコープ

④他のサステナビリティ関連開示との統合

⚫ 今回は、自然資本のみを対象とした開示となりますが、今後、気候変動などと
統合した開示を検討していきます。

⑤考慮する対象期間

⚫ 自然関連のリスクと機会などを評価するにあたっては、短期：１年未満（年
度ごとの経営計画と同期間）、中期：１年～５年（現中期経営計画と同
期間）、長期：５年以上としています。

当行のバリューチェーン（考慮した範囲）

⑥先住民族、地域社会、影響を受けるステークホルダーとのエンゲージメント

⚫ 当行は、投融資先とのエンゲージメントを通じて、これらのステークホルダーへの
配慮状況を確認しています。引き続きTNFD提言に沿った取り組みを進めな
がら、これらのステークホルダーとの対話を検討していきます。

③自然関連課題がある地域

⚫ 本レポートでは、自社拠点について、生物多様性の重要度が高い地域との接
合状況を確認しています。該当拠点では、一般的な銀行窓口（貯金業
務）を実施しており、自然への依存やインパクトの程度は低いと考えています。
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ご留意いただきたい事項 

本レポートは、株式会社ゆうちょ銀行（以下「当行」といいます。）およびその連結子会社（以下「当行グループ」といいます。）の企業情報等の提供のために

作成されたものであり、国内外を問わず、当行の発行する株式その他の有価証券への勧誘を構成するものではありません。また、本レポートには、見通し、計画、

目標などの将来に関する記述がなされています。これらの記述は、本レポートの作成時点において当行が入手している情報に基づき、その時点における予測等

を基礎としてなされたものです。また、これらの記述は、一定の前提（仮定）の下になされています。これらの記述または前提（仮定）は、客観的に不正確で

あったり、または将来実現しない可能性があります。このような事態の原因となりうる不確実性やリスクとしては、リスク管理方針および手続の有効性に係るリスク、

市場リスク、市場流動性リスク、資金流動性リスク、信用リスク、オペレーショナル・リスク等（システム、レピュテーション、災害、法令違反等）、気候変動を始め

とするサステナビリティ課題に係るリスク、事業戦略・経営計画に係るリスク、業務範囲の拡大等に係るリスク、事業環境等に係るリスク、当行と日本郵政株式

会社および日本郵便株式会社との関係に係るリスク、国内外の金融政策に係るリスク、その他様々なものが挙げられますが、これらに限られません。当行グルー

プの業績および財政状態等に影響を及ぼす可能性があると、当行が認識している重要な事実については、有価証券報告書および最新の四半期報告書をご

参照ください。なお、本レポートにおける記述は本レポートの発行日（またはそこに別途明記された日付）時点のものであり、当行はそれらの情報を最新のもの

に随時更新するという義務も方針も有しておりません。したがって、将来の見通しと実際の結果は必ずしも一致するものではありません。また、本レポートに記載さ

れている当行グループおよび日本郵政グループ以外の企業等に関する情報は、公開情報等から引用したものであり、かかる情報の正確性・適切性等について

当行は何らの検証も行っておらず、また、これを保証するものではありません。また、本レポートの内容は、事前の通知なく変更されることがあります。。 

株式会社ゆうちょ銀行

〒100–8793 東京都千代田区大手町二丁目3番1号 TEL 03-3477-0111（代表） 

URL：https://www.jp-bank.japanpost.jp/sustainability/

2025年４月１日発行 

本レポートの内容は、特に記載がない場合、発行時点の情報を基に作成しております。 
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